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桑名市地域包括ケア計画－第６期介護保険事業計画・第７期老人福祉計画－

（平成２７～２９年度）（案）に関するパブリックコメントの実施状況 

＜ 現 時 点 の 案 ＞ 

「桑名市地域包括ケア計画－第６期介護保険事業計画・第７期老人福祉計画－（平成２７～２９年度）（案）」に対して

貴重なご意見をいただき、ありがとうございました。いただいたご意見とそれに対する市の考え方を公表いたします。 

№ ご意見 市の考え方【案】 

１ Ｐ4 

１、「地域

包括ケア

システム」

の構築の

必要性 

「障害期間」について 

介護保険で要支援・要介護の認定を受けた事が障

害になるのか。（言葉の使い方に注意すべきでは

ないか。） 

○三重県の「三重の健康づくり基本計画」で

は「障害期間：加齢に伴って生じる心身の

変化に起因する疾病等により要介護状態と

なり、入浴、排せつ、食事等の介護、機能

訓練並びに看護及び療養上の管理その他の

医療が必要になった期間をいい、健康寿命

の推計では、介護保険法による介護保険被

保険者が要介護認定を受けた時点からの平

均余命を障害期間として算定しています。」

としており引用したものです。  

２ P5 「リロケーションダメージ」のとらえ方について 

病院という環境に変わった場合に、弊害があるとす

るならそれは病院に問題があるのではないか。 

○場所が変わること、それ自体により生活環境が変

化することをいいます。 

３ P5 参考４のアンケート結果について 

この桑名市のアンケート結果と厚労省が発表した

内容に大きな差がある。「家族は自宅での介護を

望んでいない」と言う報道をどう捉え判断していくの

か。都合のいい結果だけで議論を進めて行くととん

でもない結果になるのではないか。 

○ご指摘を踏まえ、注釈を追加しました。 

４ P5 地域包括ケア研究会の「地域包括ケアシステムを

構築するための制度論等に関する調査研究事業」

の報告書の内容の説明・解説が要るのではない

か。資料ででも添付すべきです。 

○ご意見としてお伺いします。 

５ P7 ここで自助・互助・共助・公助を持ちだすのはおか

しいのではないか。社会保障は本来「公助」です。

そこに自己責任論を持ち出して来ているのが、「社

会保障制度改革国民会議報告」であり現政権で

す。住民の福祉と健康を守る地方自治体の本来の

役割として、桑名市は何をするのか論じていくべき

です。 

○注釈に記載のとおり、わが国の社会保障制度に

おける「公助」は自助、共助を補完するという位置

づけは、１９５０年（昭和２５年）当時から示されてい

ます。 

 

６ P9 四日市と比較する理由はどこにあるのか。「地域包

括ケアシステム」は、住まいが基本になっているが、

○この参考資料は、包括的支援事業の在宅医療・

介護連携推進事業の項へ移動させ、在宅医療・

資 料１－３ 
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№ ご意見 市の考え方【案】 

自宅のない人はどうするのか。 介護連携推進事業の実施に関する実績を評価す

る指標と位置付け、取り組みの先進地と比較した

ものです。 

○自宅のない場合の対応は、養護老人ホーム等で

の対応を考えています。 

７ １章 

Ｐ１１ 

三重県の、みえ高齢者元気・かがやきプラン-改

訂版－からの抜粋が載せられていますが、改めて

ひどい啓発であると感じました。まさに熱湯地獄と

言わんばかりで、“ゆでカエル”がたとえられていま

す。卑劣な表現でたとえは酷すぎです。 

 桑名市の計画とは関係がないかもしれませんが、

三重県の姿勢が反映されているという事でしょう

か。 

○環境の変化へ、早期に対応する必要性を説明す

るもので、健全な危機感を共有していただくもの

です。 

８ Ｐ13 

地域包括

ケアアシ

ステムの

構築の基

本的方向

性 

(1)「セル

フマネジ

メントの項 

改正介護保険法第４条では（国民の努力と義務）と

して自己責任を求めています。 

この法律の成立に際して参議院において以下のよ

うな付帯決議がなされました。 

１．介護予防訪問介護及び介護予防通所介護の

地域支援事業への移行に当たっては、専門職によ

るサービス提供が相応しい利用者に対して、必要

なサービスが担保されるガイドラインの策定を行っ

た上で、利用者のサービス選択の意思を十分に尊

重するとともに、地域間においてサービスの質や内

容等に格差が生じないよう、市町村及び特別区に

対し財源の確保を含めた必要な支援を行うこと。 

注）桑名市の「地域生活応援会議」には本人、家族

は参加できません。 

 新規により要支援と認定された被保険者は６ヶ月

経過した時点で「地域生活応援会議」において、実

績を評価し、更なる生活機能の向上の可能性を追

求する介護計画にステップアップしていくことになり

ます・ＷＨＯではアンチェイジングという概念から生

活の質全体を上げて、より豊かな人生を送れるよう

ウエルエイジングの獲得に向けた取り組みにシフト

しています。平成 26年 10月示されているケアマネ

○「地域生活応援会議」に提出するアセスメントシー

トでは、「基本チェックリスト」等のほか厚労省が定

める「興味・関心チェックシート」を活用しておりま

す。 

 また、本人・家族には「サービス担当者会議」にお

いて説明することになります。 
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№ ご意見 市の考え方【案】 

ジメントマニュアル（未定稿）により要支援者に試行

される基本チェックリストの質問項目は生活の質の

向上の可能性を追求するための生活機能調査と言

うよりは生活動作、運動、栄養、口腔、認知、うつに

ついての個別機能のリスク判定のための質問で

す。（厚労省指示ではそのようになっています）その

人のありたい姿、生活をするための意欲を引き出す

チェックもほしいですね。 

 

９ Ｐ14 

(2)介護予

防に資す

るサービ

スの提供 

介護予防に資するサービスの提供ではその目的を

注 11で介護予防とは、「要介護状態もしくは要支

援状態となることの予防又は要介護状態若しくは

要支援状態の軽減若しくは悪化の防止」をいうとし

ていますが、（持続可能な社会保障制度の確立を

図るための改革の推進に関する法律第４条第４

項．．．）と目的が財源の削減が主たる目的にすり

替わっています。これでは地域住民の自律的な制

度への参画は望むべくもありません。 

 

○介護予防に資するサービスの提供により、健康寿

命の延伸を目指すためのものです。 

10 P14 

２、「地域

包括ケア

システム」

の構築の

基本的な

方向性 

介護保険を「卒業」とはどういう事なのか。今後は

「地域生活応援会議」によって介護保険の認定＝

「入学」を難しくしようとしていると巷間では噂されて

います。 

○卒業とは、介護予防の実現であり、介護等給付対

象のサービスを利用しなくても、自立した生活が

できることを指して使用しています。 

○地域生活応援会議は、多職種協働で自立を支援

するもので、認定を難しくしているものではありま

せん。 

11 P14 

3～11 行

目 

医療でも介護でもそうなる以前の予防が大切だと

思います。日頃からの散歩、体操や教室への参加

を広げることが必要です。にもかかわらず公民館活

動に参加すれば、公共施設にもかかわらず、使用

料は有料です。公民館等の使用を無料にし、参加

しやすくすることが最大の予防になると思います

が。 

又、８Ｐ５行目で「通いの場」の創出について書かれ

ていますが、七和地区には「宅老所」もありません。

全校区に作られるのですか？ 

○多様な通いの場については、公共施設に限ら

ず、社務所やお寺などを活用するなど、地域の状

況に応じた地域住民主体の取り組みを働き掛け

ていきたいと考えています。 

○通いの場の創出は、地域住民主体での取り組み

を支援していきます。 

12 P14～17 （２）介護予防に資するサービス提供 ○介護予防に資するサービスとは、注釈にも記載の



- 4 - 

 

№ ご意見 市の考え方【案】 

５行目 介護予防に資するサービスとは何を示すか分かり

にくい。 

そのためには、どのようなケアマネジメントにより、生

活機能の向上を実現し、介護保険を「卒業」して地

域活動に「デビュー」することが可能になるのか、と

いう視点が重要です。「卒業」「デビュー」という表現

は、いかがなものか。介護の本来のあり方を軽んじ

ているように感じられる。 

とおり、介護保険法でも「保険給付は、要介護状

態等の軽減又は悪化の防止に資するよう行われ

るとともに、医療との連携に十分配慮して行わなけ

ればならない。」とされています。 

13 P16 「在宅で生活を継続する限界点を高める」とは、具

体的にどういうことなのか。どれだけ我慢できるかと

いう事なのか。逆に症状を悪化させ、取り返しのつ

かないことにならないか。 

○本計画の重点事項、介護給付等対象サービスの

提供体制の計画的な整備に関する基本的な方針

において施設機能の地域展開を記載しておりま

す。 

14 Ｐ17 

総論 2 章

（二） 

高齢者が概ね 30分で歩いて行ける日常生活圏域

（小学校区や、中学校区単位）で、地域包括ケアシ

ステムの 5つの視点「住まい」「生活支援」「介護」

「医療」「予防」に関するインフラ整備が、かかせま

せん。それだけに住民に対する説明と住民自らが

参加できるように工夫する必要があります。桑名市

地域包括ケアシステムの説明を、自治会や老人会

などを通じてきめ細かに説明、意見を聴取する必

要があるのではないでしょうか？日常生活圏域の

ニーズ調査と、地区の課題を明確に住民と共につ

くりだしていき、身近な地域での見える化が求めら

れると思います。 

○総論（三）本計画の策定に関する基本的な方針の

項で地域住民との間での意見の交換について記

載しています。 

 

15 P20 

１、身近な

地域での

多様な資

源の 「見

える化」・

創出 

地域住民が「サポーター」になれるのか。安上がり

の介護にならないか。何かあった場合の責任の所

在はどこにあるのか。 

○現在でも、民生委員や高齢者サポーターなど多く

の地域住民が「サポーター」として活動いただい

ております。 

16 P21 市の専門職は「プレーヤー」から「マネージャー」に

なれるのか。その時、誰が「プレーヤー」の役割を

果たすのか。 

○地域住民を主体とした取り組みを支援してまいり

ます。 

17 P21 新しい「介護予防・日常生活支援総合事業」「生活

支援体制整備事業」はこの計画のどこに出てくるの

か。一覧表での提示を求めます。 

○新しい「介護予防・日常生活支援総合事業」につ

いては各論(三)２の項で、「生活支援体制整備事

業」については各論(三)３の項で記載しました。 
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№ ご意見 市の考え方【案】 

18 P22 身近な地域での多様な資源の「見える化・創出」 

資源を活用するというなら、なぜ多度の福祉会館を

廃止したのか。機能から見て活用すべき施設では

ないのか。 

大きな役割を果たしてきたことや介護の予防の点

でも受け皿として果たしているのに、つぶしてどうす

るのか。代わりとなる対策があるのか。 

○可能な限り、徒歩圏内で通いの場が確保されるよ

う地域住民を主体とした取り組みを支援します。 

19 P23 

２ 、 施 設

機能の地

域展開 

病院からの早期追い出しである「退院調整の充実」

は、平成２７年度より「在宅医療・介護連携推進事

業」で実施とあるが予算と担当はどこなのか。 

○介護・高齢福祉課と地域医療対策課と連携して、

実施していく予定です。 

20 P24 図では、出来高払いから定額払いになって良いよ

うに書かれているが、医療で行われてきた定額制

は満足な医療がうけられず医者からも不評ではな

いのか。何で喜んで乾杯しているのか。理解に苦し

む。 

○新しい在宅サービスは、従来の施設サービスと同

様に定額払いであることを意味しています。 

21 P27, 28

３ 、 多 職

種協働に

よ る ケ ア

マネジ メ

ン ト の充

実 

 

「地域ケア会議」と悪評の「地域生活応援会議」の

違いは。現行の「地域生活応援会議」は、介護保

険から卒業させる前に入学すら困難にしていると当

事者等から、酷評されています。この声に真摯に耳

を傾け対応を考えて下さい。 

○地域生活応援会議は、地域ケア会議の１つの類

型として位置付けています。介護予防に資するよ

り良いケアマネジメントを目指すものです。 

22 Ｐ28 

３行目 

「地域生活応援会議」について 

利用者と家族の参加が認められていないこと。利

用者の理解の度合い、病気の状況、家族の形態、

住まいや生活する居住地域の現状が異なります。

同一のアセスメントで生活機能の評価はむつかし

いと思います。 

本人と家族との面接なく根拠のある専門的支援が

どこまでできるか不明です。改善を求めます。 

○「地域生活応援会議」において、アセスメントのな

かで、「興味・関心チェックシート」を活用していま

す。 

23 P29 平成２７年度から「認知症総合支援事業」を実施と

あるが具体的にどうするのか。予算の裏付けは。 

○今回、各論（三）３（４）認知症総合支援事業の項

で記載しました。 
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№ ご意見 市の考え方【案】 

24 P29 平成２７年度より地域包括支援センターの機能を強

化するとあるが何をするのか。予算の裏付けは。 

○各論（三）３（１）地域包括支援センター運営事業

の項に記載しております。 

25 Ｐ29 

認知症対

策の項 

2015 年度からはじまる桑名市の新しい地域支援事

業と第６期介護保険事業計画のなかでも認知症の

人への早期対応が重点課題として上げられまし

た。 

①「認知症初期集中支援チーム」②「認知症地域

支援推進委員」の設置を施策としています。まだ具

体的なものは見えません。おそらく４月以降になん

らかの方針が示されるのでしょう。事業計画では認

知症高齢者にリロケーションダメージを生じないた

めには、認知症ケアを一体的に提供する体制を整

備することが望ましいとしています。 

 また、資料 3－6「現時点で想定される論点」【溶

込版】では認知症対応型共同生活介護の被保険

者一人当たりの給付月額が全国及び県と比較して

高水準にあるとして、桑名市としては「小規模多機

能型居宅介護」「複合型サービス」に併設されるも

のに限定して指定するとの考えも示されています

と。施設整備（ハード部分）のみでソフトの提案があ

りません。 

※但し、特別に高いというよりは高い給付のものだ

けを取り出して指摘しているのすぎません。 

 認知症の人と家族への対応が具体的に計画が示

されていませんが、少なくとも入り口、医療やケアと

の出会いのポイントを前倒しすること。ここへのアク

セスをよりスムーズに行えるようにすることが重要で

す。サポート医やかかりつけ医の認知症対応力の

向上はもちろんですが、社会経済的問題を含んだ

「アクセスからの排除」（排除の要因は多因子です）

をもたらしている要因の分析から始めなければなり

ません。総合相談や「認知症カフェ」はその第一歩

です。法務、福祉だけでなく医療と介護の分野で

の権利擁護の課題はまだまだ未整理の状態です。

在宅患者の増加（増やしていく）に対して認知症高

○今回、各論（三）３（４）認知症総合支援事業の項

で記載しました。 
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№ ご意見 市の考え方【案】 

齢者の終末期の問題は、医療とどうかかわっていく

かと言う問題です。この点についての法的な整備

はまだできておらず、医療同意に近い形の医療契

約がどこまで可能か。個人情報である医療内容の

説明、終末期になった時の援助のあり方など、現在

の後見制度では課題が多いと思います。 

 まずは、入り口部分、医療とケアへのアクセスに

ついての方針を具体的に提案していただきたいと

思います。 

 

 

26 P30 

（三）本計

画の策定

に関する

基本的な

方針 

「規範的統合」とは何のことかさっぱり分からない。 ○総論（三）本計画の策定に関する基本的な方針の

項において、注釈を記載しております。 

27 P31 「桑名市地域包括ケアシステム推進協議会条例」

制定について。 

「地域包括ケアシステム」は、患者を病院から短期

で追い出し、条例には、「ニーズに応じた住宅が提

供されることを基本とする」となっているが、現状で

は整備されてない住まい（場所）を中心として、ボラ

ンタリー等の専門でない人たちに互助・共助を強

要するものです。今の状況では、このシステムの推

進はできません。また、条例には幾つかの必要な

事項は市長が定めるという白紙委任状的な事や事

務局が離れた２カ所にある等曖昧なところがありま

すこういった問題をどう解決しているのですか。 

○条例につきましては、市議会の議決を経て制定し

ております。協議会の運営に当たっては、事務局

関係各課で連携し、情報共有を図りながら進めて

まいります。 

28 P33 「桑名市地域福祉計画策定委員会」「桑名市地域

福祉計画推進委員会」が廃止になって「市民会議」

はどういう位置付けになっているのか。 

○地域福祉計画の推進役に位置付けています。 

29 Ｐ35 

桑名市地

域包括ケ

アシステ

ム推進協

２．その他 生活保護と併せて生活困窮者自立支

援を所轄する「生活支援室」を福祉総務課に設置

とありますが、桑名市シルバー人材センターへの聞

き取りによると仕事を求めて会員登録をする際に保

険の加入と生活保護の受給状況について確認す

○シルバー人材センターは、重要な地域資源の１つ

であります。その点からも、新たな介護予防・日常

生活支援総合事業の一部を担っていただきたい

と考えており、財政支援にもつながるものでありま

す。 
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№ ご意見 市の考え方【案】 

議会 （参

考 23）桑

名市保健

福祉部の

組織構成

の項 

るようにされていると聞きました。それは、保護課へ

シルバーに登録されている会員に生活保護受給

者がいることを確認できていない実態から出発した

経緯にあります。高齢と病気などを理由にハローワ

ークからの就労斡旋から溢れ、生活のために数万

円の賃金を求めて登録される最期のハローワーク

となっていること。高齢者の貧困の実態が見えま

す。これらの人への介護保険サービスを必要に応

じて適切に提供できるしくみをつくると同時に、シル

バー人材センターへの財政支援を強めることにつ

いて、総合事業以外でも公共部門の仕事を適正な

単価で確保すべきです。そのことが高齢者の働く

意欲を喚起し、元気な高齢者が社会資源となること

につながります。 

 

   高齢者の働く意欲は、シルバー人材センター

ばかりではなく、地域のなかでの役割といったもの

も含め、「生きがい」につながり、介護予防となるも

のと考えています。 

30 P36 公開の会議の情報公開など当たり前であり、「地域

生活応援会議」の個人情報に当たらない部分の公

開こそ必要です。 

○アセスメント、基本チェックリスト、ケアプランなど重

要な個人情報を扱っております。 

31 P37 地域住民の参考人による意見聴取はやらせではな

かったですか。１人は元事務局の職員であり、裏も

表も知っている人でした。もう１人は、冒頭よく分か

らないと発言し、何のために来た人か分かりません

でした。こんなインチキは止めて下さい。 

○参考人ついては、公募した上で、ご参加いただい

たものです。 

32 Ｐ37 

地域住民

の意見の

反映の溝 

パブリック

コメントの

募集の手

段につい

て 

制度の一大改革前に一部の住民を対象とした意見

聴取がされていますが、大半の市民はこの制度改

革と平成 27 年度からの移行スケジュールについて

知る由もありません。さらには、大量の（362 ページ

に及ぶ）資料をホームページにアップしたことで紙

媒体の資料の閲覧は市内４ヶ所（本庁舎、多度、長

島、総合会館）でしか閲覧することができないという

非公開性について異常性を感じざるを得ません。

この点についてはすでに厚生労働省への問い合

わせをしています。早急な改善をはかるとともに、

市民への、ていねいで分かりやすい説明会の開催

を求めます。 

（参考 25）で市民との意見交換の例が添付されて

いますが、「桑名ふれあいトーク」でどのくらい市民

○総論（三）本計画の策定に関する基本的な方針の

項で地域住民との間での意見の交換について記

載しています。 

 今後、事業所への説明会や、市民公開シンポジウ

ムも予定しておりますので、ご理解をお願いしま

す。 
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№ ご意見 市の考え方【案】 

に理解がされているのか検証してみてはどうでしょ

うか。10 月から始まった「地域生活応援会議」での

現場での戸惑いと不安は三重県社会保障推進協

議会と桑員社会保障推進協議会連盟でのアンケ

ートでも多くの疑問の声が寄せられています。 

 桑名市は保険者としてすべての被保険者である

市民に分かりやすい形で介護保険制度の改定とそ

の影響について個別に通知することを求めます。こ

れは民間保険では当然のこととして求められる重

要事項の通知であるとともに、介護保険事業を営

む事業所でも利用者との契約の変更については重

要事項についての説明と同意を得ることを介護保

険法でも求められています。まして、民間保険の契

約途中から条件改悪を国は認めていません。これ

が常識です。途中からいつ変更されるかわからな

い保険商品はだれも契約しません。この常識の範

囲で市民への説明方法について改善をしてくださ

い。 

33 P40 調査内容をちゃんと報告して下さい。参加者名も。 ○調査内容については、第３回協議会において名

張市の「まちの保健室」、四日市市の「ライフサポ

ート三重西」、第４回協議会で和光市「コミュニティ

ケア会議」の報告を実施したほか、職員向け勉強

会を行いました。 

 

34 P44 

（四）本計

画の推進

に関する

基本的な

方針 

この時点でも「基本的な方針」が何なのか分からな

い。 

○総論において、本計画の基本理念、重点事項に

ついて記載しております。 

35 P44 「規範的統合」の推進って何なのか分からない。 ○市が具体的な基本方針を示し、関係者と共有す

ることを指し、問題意識を共有することでありま

す。 

36 P45 Pって何なの。D、C、Aは、どうやって公表して行く

の。 

○Ｐは本事業計画であり、進捗管理をしつつ、必要

に応じて見直しを検討します。「桑名市地域包括

ケアシステム推進協議会」等を活用し、ホームペ

ージ等へ情報公開してまいります。 
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37 P47 

（六）本計

画とその

他の計画

との関係 

どうして、市町村計画がないのか。 ○地域における医療及び介護の総合的な確保の促

進に関する法律において、市町村計画を作成す

ることができるとされています。今後必要に応じて

検討します。 

38 P49 どうして、高齢者居住安定確保計画がないのか。 ○高齢者の居住の安定の確保に関する基本的な方

針において、市町村においても、高齢者居住安

定確保計画を定めることが望ましいとされていま

す。今後必要に応じて検討します。 

39 P58-87

【各論】 

（一） 「日

常生活圏

域」 

要介護・要支援認定率と認定者数 

何故先に率があって後に数が出てくるのか理解で

きない。無駄ではないか。 

P64 見込み推計をどのように行ったのかを明らか

にして欲しい。 

○厚生労働省から提供された「介護保険事業計画

用ワークシート」を活用し、まず認定率を推計し、

人口推計に乗ずることで被保険者数を推計して

います。見込みとしては、２６年度実績へ２４年度

から２５年度の伸びを乗じたものを基本に、施策と

して今後の方針を盛り込み推計を行っておりま

す。 

40 P88-93 障害高齢者と認知症高齢者の違いは。 ○それぞれ判断基準を記載しております。 

 

41 P94 桑名市日常生活圏域ニーズ調査で何が分かった

のか。 

○「桑名市日常生活圏域ニーズ調査『いきいき・くわ

な』」に記載するとともに、報告書も公表しておりま

す。 

42 Ｐ113 

Ｐ234 

（二）介護

給付及び

予防給付 

（三）地域

支援事業 

この（二）と（三）で具体的なところが書かれているの

だが、非常に分かりづらい。現行の制度と新しい制

度（新設してやる事や利用料金も含め、止める事）

を一覧表にして市民に知らせ評価を貰うべきです。

（今度の介護保険の改悪は、①要支援の介護保険

からのはずし②利用者負担が２割になる人もある③

特養へは要介護３以上しかダメ等々がある訳だが、

こういった内容をちゃんと説明すべきです。） 

今までの介護保険から外し、ボランティアやシルバ

ー人材センターに介護類似行為をやらせる事には

絶対反対です。 

 

○さまざまな資料を掲載しながら説明しております。

今後も、新制度の周知に努めます。 

43 Ｐ118 

注 62）の

解説につ

市場における競争原理のもとでの特定のサービス

への民間事業者への参入が増えた背景には特別

養護老人ホームが不足しているとともに、療養病

○本計画では、新しい在宅サービスの提供体制の

重点的な整備や、日中・夜間を通じた訪問介護・

看護の効率的な提供体制の整備を盛り込みまし
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№ ご意見 市の考え方【案】 

いて 床、短期入所、特定施設でも、訪問介護、訪問看

護などの訪問系サービスも不足しているという背景

があります。少ない負担で（お泊りデイの例）利用で

き、初期投資もすくなく起業できるサービスがそれ

を補ってきたということも指摘しておきたいと思いま

す。施設でも在宅でも集団的ケアから個別ケア重

視への流れを後押しするためには今あるサービス

資源の質の向上を図る支援計画も必要です。施設

配置がアンバランスなことは同感です。 

 

た。また、地域生活応援会議での多職種協働によ

るケアマネジメントにより質の向上を図ります。 

44 Ｐ122 

特別養護

老人ホー

ムの整備

計画が必

要です。 

桑名市のみえ労連の調査への回答では、待機者

は 427人（内要介護１及び２が 139人）となっていま

す。要介護１及び２の人の入所基準も明確にする

必要がありますが、要介護３以上は288人とすると、

桑名市の特養の定員は 293 人（平成 27 年度開設

分含む）ですが、三重県全体の推計では約３割が

死亡等による入れ替わりがあります。また、順番が

来ても「今すぐには入所しない」と答える人も３割い

ます。そうすると、定員 293 人×0.3＝88 人 待機

者 288人×0.3＝86人 よって、288人－（88人+86

人）＝114 人となり、少なく見積もっても 100 人以上

の待機者が生まれます。桑名市は、三重県に対し

て「施設の増設は行わない」ことをわざわざ計画の

中で求めています。「在宅の限界点を高める」という

規範的統合に基づく計画は、介護の社会的化に

逆行し、「家族の負担を限界まで高める」ことになり

ます。 

 さらに、共助のしくみである介護保険制度の理念

に添わないような、貴重な保険料や税金を投入す

べきではない要望にも反応する可能性もあり．．．

の説明については、桑名市の過去５期までの介護

保険事業計画の総括が問われているのではない

でしょうか。介護保険制度は税と社会保険料を中

心に運営される社会保障制度として医療保障制度

の枠組みのなかから高齢社会への準備の過程で

創設された介護保障制度として誕生した制度で

す。国と自治体の役割と責任を共助にすりかえる表

○ご意見も踏まえ、待機者に関しても記載しました。

今後も、保険者機能の発揮に努めます。 
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現は不適切です。 

45 Ｐ234 

（三）地域

支援事業

の項 

新しい

「介護予

防・日常

生活支援

総合事

業」の項 

サービスの分類については以下の通りとなっていま

す。 

＜介護保険制度の地域支援事業＞ 

①介護予防．生活支援サービス事業 

訪問型サービス 通所型サービス その他の生活

支援サービス 

②一般介護予防事業（市町や地域の住民が主体と

なった体操教室等） 

③任意事業（要介護者等を対象とした配食．見守り

事業） 

＜介護保険制度外＞ 

④その他市町の実施事業（移動支援、宅配、訪問

理美容サービス等） 

⑤民間市場でのサービス提供 

※地域支援事業の実施に当たっては、三位一体

改革において一般財源化された事業は実施できな

いことに留意（事務連絡） 

※サービスが多様化し、指定や補助など様々な方

法により総合事業を実施することが可能となるが、

従来一般会計で行っていた事業を総合事業に振り

替えるようなことは想定していない。ガイドライン生

活支援．介護予防サービスの分類と活用例参照 

▶宅老所での通所型サービスＢシルバーサロンは

一般会計からの補助金で実施 

▶これまで 65 才以上を対象としていた地域支援事

業は無料で実施されてきましたが、総合事業への

移行にともない１～３割負担又は実費負担となって

いる 

▶平成 27年度第１四半期に公募型プロポーザル方

式により開始される通所型サービスＣについては成

功報酬制と介護保険からの卒業を希望する人を対

象としていますが、この単価では事業の採算は望

めません。 

▶一般会計からの老人クラブ等への補助金を総合

事業の受け皿としてのサロンに移行することは厚労

省からの通知でも想定されていません。市内に隔

○新しい「介護予防・日常生活支援総合事業」につ

いては、既存の資源を有効活用しつつ、新たなサー

ビスの創生を目指しております。 
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たり無くサービスを提供する場所を確保するに当た

っては、これまでの住民自身による居場所づくりの

活動を阻害しないようより豊かなものとなるようなサ

ービスの構築ができるよう制度設計を求めます。 

46 Ｐ234 

一次予防

事業と二

次予防事

業の区別

がなくなり

ました 

対象者の身体状況のレベルの違いは大きくなりま

す。要支援者及び「基本チェックリスト」該当者を対

象とした介護予防．生活支援サービス事業と併せ

て、すべての高齢者を対象とした「一般介護予防

事業」が位置づけられましたが、住民主体の介護

予防活動を地域に展開することが地域の実情に応

じた効果的かつ効率的な事業展開と考える国から

の指示に対して桑名市は平成 27年度からの事業

移行に際しての計画の策定と受け皿となる住民主

体のサービスの準備において地域住民と向き合い

ながら取り組みをすすめることができていますか。

住民の理解と合意形成はできているとの判断はど

のような根拠をもってするのですか。 

○総論（三）本計画の策定に関する基本的な方針の

項で地域住民との間での意見の交換として記載

しております。 

 

47 Ｐ234 

3 地域支

援事業に

ついて 

何ページに入れるかはわかりませんが、地区社

協、自治会等の地縁団体が実施するサロン等の報

酬と言いましょうか？このような事業をすれば、これ

だけの報酬が得られるとかの具体的な資料を添付

して欲しいです。それと、地域支援事業と認定され

るための申請方法、受付方法もお願いしたいと思

います。例えば、「介護・高齢福祉課へ申請し、地

域支援事業として報酬の対象になる活動であれ

ば、決定通知を送付します。その後、地区社協でと

りまとめ、市社協に委託事業を行うので、地区社協

に支給され、各団体へ配分されます」といった流れ

も入れていただければ良いと思います。 

○本計画は、３年間の基本方針を定めるものであり

ます。単価や手続きについては、毎年の予算計

上や実施要綱等にて定めます。 

48 Ｐ239 

桑名市の

「相談窓

口」での

「基本チ

ェックリス

ト」による

一般の職

ガイドライン案Ｐ60 では「必ずしも専門職でなくても

よい」されている 

本人が記入し、状況を確認するものとなっています

が、住まいする地域の状況や自宅での生活の状

況、病気の有無と程度、家族などこれまでケアマネ

ージャーが携わってきた項目について「相談窓口」

での「基本チェックリスト」のみで正確に判断できる

とはとても考えられません。従来の二次予防事業対

○基本的に地域包括支援センターで相談を受け付

ける体制としたうえで、市の窓口においても一定

の対応が可能となるよう研修を行います。 
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員が聞き

取り 

象者把握事業のように、チェックリストを全戸配布し

て対象者をチェックする形式と比べても差異がない

ようにも思えますが、（質問の内容はガイドラインＱ

＆Ａで確認済み）経験ある専門職による相談員の

配置が必要と思いませんか。特に軽度の認知症

（アルツハイマー等）の方の入り口での状況把握

は、以降の治療とケアのプログラムと在宅での生活

の質の向上と維持に大きく影響することが明確とな

っています。この事は今、大変重要視されているこ

とをご存知でしょうか。国はガイドラインで「基本チェ

ックリスト」の内容の変更は認めないものの、※地域

包括支援センターで専門職が対応する場合は、基

本チェックリストに加えて、市独自の項目を設けて

評価を実施し、本人の状況を確認するための参考

情報として活用することは差支えないとしていま

す。こういった指示を参考に相談窓口での対応力

の精度を高める対策が必要です。 

確認してください 

 担当：老健局老人保健課介護予防係（内線

3946、3947） 

 担当：老健局振興課地域包括ケア推進係（内線

3982） 

 

49 Ｐ239 通所型サービスＢに一般の人も参加できるようとい

う話ですが、お世話する人達はボランティアになる

のでしょうか？ 

送迎サービスについて、費用はどうなるのですか？ 

○「住民主体による支援（通いの場）」については、

高齢者サポーターなどボランティアの支援も想定

されますが、サービスの「担い手」と「受け手」を区

別せず地域住民相互間の支え合いの場と考えて

います。基本的には、通いの場は徒歩圏内が望

ましいと考えます。利用者の状態に応じて、送迎

は訪問型サービスＤの利用も想定します。 

 

50 Ｐ247 

ロ「通いの

場」の「見

える化」．

創出の項 

 

国庫補助事業（現安心生活基盤整備構築事業）で

は生活ニーズの「５つのこと」「ちょっとしたこと」に対

応するサービスとして安心の確保、日常的な家事、

外出、交流、非日常的な家事、ちょっとしたことをメ

ニューとして備えている必要があると言っていま

す。これらの要求は日本高齢期運動連絡会での調

○ご意見も踏まえ「通所型サービスＡ」から「通所型

サービスＢ」へ変更しました。地域生活応援会議

を通じてケアマネジメントを実施します。 

○研修の場の提供など、必要に応じて検討します。 



- 15 - 

 

№ ご意見 市の考え方【案】 

介護保険

を「卒業」

した高齢

者が地域

活 動 に

「 デ ビ ュ

ー 」 す る

地域交流

の場と し

て の 「 通

いの場 」

通所型サ

ービスＡ

（参考 49） 

Ｐ252 

関連して

（イ）訪問

型サービ

スＡ（緩和

した基準

によるサ

ービス） 

査でも日時を選ばない形で同様の声を集めている

ところです。 

 今後地域に配置されるコーディネーター（現在は

不在）はこうしたニーズに包括的に対応することが

求められます。当市において注 77）でも掲示してい

る日常的に生活支援の拠点となるのが通所型サー

ビスＡだとすると、ガイドラインによるＱ＆Ａでは共

生社会を推進する拠点から、要支援者等が中心に

なっていれば要介護者も利用可能としています

が、定員の定めのない運営や、日々、利用者の人

数や構成がかわることも想定されます。ガイドライン

では場面により利用者が支援者になることも想定し

ています。安全管理や関わり方においてボランティ

アさんには利用者への相当の注意喚起が求められ

ます。このような場面を踏まえて適切に実施するた

めにも専門職の配置にとどまらず、事故等への対

応、健康状態の把握など運営上キメ細かな運営規

定が必要と考えますが、いかがしますか。 

確認してください 担当：老健局振興課法令係（内

線 3937） 

注 78）で提示しているように包括的な方法としてホ

ームヘルパーや訪問するシルバー人材センターの

会員は１回１時間などのまとまった時間枠の中で、

家事等をしながら話し相手をし、安否確認をすると

いうような包括的な方法を決められた時間内にどの

ような内容の支援を行うのかをあらかじめ決めてお

いたとしても、その場の状況に即応する柔軟性と補

完性を備えていることが求められます。はたしてこ

のような対応が可能でしょうか。新しい総合事業

は、生活支援コーディネーターの配置を通じてガイ

ドライン案で示されている多様なサービスの典型例

をもとにこの内容を参考に市町の実例に応じてサ

ービスを類型化し、それに併せた基準や単価等を

定めることを妨げないとしています。 

確認してください 担当：老健局振興課法令係（内

線 3937） 

サービス提供体制とサービスの質を担保する教



- 16 - 

 

№ ご意見 市の考え方【案】 

育．研修が準備できていない状況での事業の開始

は事故やトラブルの発生が危惧されるばかりでな

く、出たとこ勝負のような賭けになってしまします。

小さく生んで大きく育てると言う子育ては意をはき

ちがえてはいませんか。シルバー人材センターとの

委託契約を結ぶ場合は会員への研修支援などの

必要な援助が必要と考えますがどのように考えて

いますか。 

51 Ｐ247 

Ｐ252 

通所型

Ａ、訪問

型Ａとも

に緩和し

た基準に

よるサー

ビスの項 

桑名市の場合訪問型についてはシルバー人材セ

ンターへの委託を提示しています。その際に認知

症サポーター養成講座等を修了した会員が訪問に

よる掃除、買い物、外出支援、調理、洗濯、ゴミ出

し、傾聴等を提供するエプロンサービス（仮称）を創

設するとしていますが、ガイドライン案には「調理や

掃除」「買い物代行」などの生活援助に係るサービ

スを行うものとしており、サービスを提供する際の基

本的な考え方や高齢者への理解など、一定の研修

は必要と考えている。研修カリキュラムの示すところ

では、ボランティア等に対するものに加えて、旧訪

問介護員養成研修３級課程の内容を目安に必要

な研修を市町が判断し、各事業が職員向けの研修

として行っていただくことを想定している。※社協他

民間の研修事業者が行う講座を受講させることも

考えられる。としていますが、どのように考えてます

か。 

確認してください 担当：老健局振興課法令係（内

線 3937） 

 

○ご意見も踏まえ「訪問型サービスＡ」から「訪問型

サービスＢ」へ変更しました。地域生活応援会議

を通じてケアマネジメントを実施します。 

 

52 Ｐ250 

１行目 

「通所型サービスＢ（住民主体による支援）」につい

て 

ここでのべているだけの資源では、生活圏の範囲

に対応することは困難です。すでに多くの地域に

は多くの住民主体でとりくんでいる支援組織があり

ます。 

これらの資源を掘りおこし積極的にとりあげて育て

活用していく積極的なとりくみが求められます。 

○地域リハビリテーション活動支援事業を活用しな

がら、地域住民主体の取り組みを支援します。 
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№ ご意見 市の考え方【案】 

53 P252、

P272 

P252の認知症サポーター（「えぷろんサービス」

（仮称））は、買物、外出支援、ゴミ出しなど具体的

なボランティアの内容が書かれてありますが、P272

の高齢者サポーターには、「通いの場」の運営など

の記載以外は具体的に書かれていません。もし、

違いがあるなら、P272に「認知症サポーターは、認

知症の方を中心とした日常的な買物、ゴミ出しなど

を行うのに対し、高齢者サポーターは通いの場を

中心としたサロンの運営や高齢者全般の見守りサ

ービスを支援していきます。しかし、支援者の状況

に応じては、双方連携し支援していくことを目指し

ます」といった記載もあると良いと思います。 

○「認知症サポーター養成講座」は地域で認知症に

対する理解を深めるもので、「高齢者サポーター

養成講座」は訪問型Ｂサービスなどの役割を期待

しています。 

 

54 Ｐ253 

訪問型サ

ービスＤ

（移動支

援）の項 

ガイドライン案では通所型サービスにおいて、多度

地域、長島地域他、桑名市内でも交通手段がな

く、「地域に多様なサービス」では買い物、入浴介

助など必要なサービスが受けられない地域に住ま

いする高齢者は、地域包括支援センター等のケア

マネジメントを通して、利用者に合った適切な支援

として通所介護事業者による専門的なサービスの

利用は可能としていますが、閉じこもりの原因環境

への十分な配慮の意味でも多様なサービスに偏重

していない積極的な支援が必要です。 

確認してください。担当：老健局振興課法令係（内

線 3937） 

 

○ご意見としてお伺いします。 

55 P260訪

問型サー

ビス A 緩

和した基

準による

サービス

「えぷろ

んサービ

ス」の項 

桑名市シルバー人材センターへの委託のみとなっ

ています。委託事業としてのサービス単価が低す

ぎます。要介護 1 と要支援 1 と 2の間を行き来す

る人や軽度の認知症を抱える利用者さんへの生活

支援については一定の専門性が必要であり、ケア

マネージャーとの情報共有も適時必要となります。

委託にあたっては専門性の確保について十分な

支援をするとともに、既存の訪問介護事業所へも

委託を広げるとともに、公共サービスとして相応し

い単価での委託が必要です。 

○訪問型サービスＡについては訪問型サービスＢへ

見直しました。 

56 P281  

P300 

北部西地域包括支援センターの管轄地域が広す

ぎます。大山田圏域と多度圏域を区分して大山田

○現時点では、担当地区の高齢者人口を平準化す

ることを考えています。担当地区については、今
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№ ご意見 市の考え方【案】 

包括的支

援事業

（参考

55）地域

包括支援

センター

の（ロ）管

轄地域の

項 

圏域を中央包括として担当するよう求めます。人口

の動向により必要な見直しをするとなっています

が、地域包括ケアシステムの構築について生活圏

域がそもそも違うため早急な対応が必要です。 

（ハ）職員体制（参考 56）今後コミュニティ.ソーシャ

ルワークの実践経験を重ねられるよう生活支援コー

ディネーターの配置を想定して身分保障の上さら

なる増員配置を求めます。 

 具体的には第 2層におけるコーディネーターは

桑名市と中央包括の責任においてすべての地域

包括支援センターに計画的に配置し、第 3層への

配置にむけた職員育成についても財政上でも保険

者としての責任を果たすべきです。また、それを総

合事業への移行計画に組み込み、過疎化、高齢

化、独居がすすむ地域など前倒しで地域での社会

資源の開発をすすめられるよう、他の地域のモデ

ルとなる創造的開発を机上の議論ではなく、実践

することが求められます。このことは総論でも「本

物」という表現で保険者として述べています。 

後の人口推移をみながら、必要に応じて検討しま

す。 

○大山田圏域と多度圏域を区分して、それぞれ、地

域包括支援センターを設置すると各圏域を管轄

する地域包括支援センターと比較して少数の６５

歳以上人口及び７５歳以上人口しか担当しないた

め、不均衡を生じてしまいます。 引き続き、戸別

訪問等による総合相談支援及び大山田地区の公

民館等で行われている「ふれあい相談」において

高齢者の方を支援していきます。 

○地域包括支援センターの人員の増員について

は、各論（三）３（１）地域包括支援センター運営事

業の項において、詳細な記載をしております。 

○「生活支援体制整備事業」については、各論（三）

３（３）生活支援体制整備事業の項で追記いたしま

した。 

57 P284 

P285 

（ヘ）総合相談支援事業、（ト）権利擁護事業 いず

れも桑名市は他市と比べて立ち遅れています。 

○権利擁護事業については、厚生労働省のホーム

ページにおいて、桑名市の「法福連携の推進」の

取り組みが全国に紹介されています。 

 また、平成２６年には法人後見受任体制の整備も

行っております。 

 

58 P289 ～

290 

「 地域生

活支援応

援会議 」

の項 

注 91にあるような事項を改善するために必要なし

くみと考えますが、利用者と家族の参加が認められ

ていないこと、参加するケアマネージャの資質の向

上を図る研修の確保と保障、アセスメントシートの

様式見本から（介護支援専門員用.サービス事業

所用.その他様式参照）利用者の理解度合いや病

気の有無と状態、家族の形態、住まいや生活する

居住地域の環境は大きく異なります。同一のアセス

メントシートで生活機能の評価はむつかしいと考え

ます。また、本人と家族との面談のなく、根拠のある

専門的支援がどこまでできるかも不明です。困難な

ケースを支援する地域ケア会議との運用の区別化

○地域生活応援会議に使われる資料について 

は、ケアマネジメントの充実に向けた多職種協働

のための「共通言語」となるよう、また、議論をしっ

かり効率的に進める必要があるため統一しており

ます。さらに、厚労省が定める「興味・関心チェッ

クシート」、要介護・要支援認定に関するデータ及

び「桑名市日常生活圏域ニーズ調査『いきいき・く

わな』」に基づくデータも活用してより利用者と家

族の状態がわかるようにしております。 

また、介護支援専門員及びサービス事業所の方

に対して、透明性を確保するため、介護支援専門

員協会の幹部の方の出席を得ております。 
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№ ご意見 市の考え方【案】 

などよく分かりません。「地域ケア会議」はどのような

形で運営されるのですか。（適正化事業について

は別項で述べられているので省略します）また、こ

の会議に参加する多職種の人件費及び時間の保

障についても必要と考えますがどのようになってい

るのですか。軽度者用のアセスメントシート等書類

作成の時間がこれまでになく要することでサービス

提供までに時間がかかること、またそれに対する報

酬単価が低く設定される見通しもあります。今後要

介護 1又は 2から卒業にいたる支援が評価されな

いとなると軽度者を実質的に敬遠する事業者がで

てこないか不安です。 

○困難事例を支援する地域支援調整会議並びにこ

の地域生活応援会議の内容については、各論

（三）３（１）地域包括支援センター運営事業の項

において、包括的・継続的ケアマネジメント支援

事業に記載をしております。 

○ケアマネジメントに対する報酬にアセスメントに要

する経費は含まれていると理解しています。書類

作成、会議への出席についてご理解賜りますよう

お願いいたします。 

59 Ｐ290 

三 ）地域

支援事業

2 包括的

支援事業

（チ）b（b）

地域生活

応援会議

の対象者 

和光市は、2010年の要支援 1 と要支援 2の予防

プラン作成数も全部で実人数 124人となっており、

困難ケースを加えてコミュニティ会議に全員かけて

も把握しやすい人数だと思います。 

桑名市は、地域生活応援会議は今のところ新規の

方だけが対象です。新規の方のニーズは初回面談

やアセスメントでは把握しづらく、それだけに本人

や家族抜きでの生活応援会議では、本人や家族

の意向に合わない場合も出かねません。できれば

自宅で、アセスメント用紙をもっと簡素化し、参加人

数も絞って、本人と家族を入れた会議にする必要

があるのではないでしょうか？また、事業所におい

ても、これから利用を始める方のアセスメントであ

り、状態像を掴むのも苦労されると思います。 

 

○No５８の回答をご参照ください。 

○アセスメント様式は、和光市の様式を参考に、そ

れを簡略化したものを使用しております。 

 

60 P310 ～

312 

「 地 域 ケ

ア会議 」

の法制化

とその一

類型とし

て の 「 地

域生活応

援会議 」

ケアマネジメント Aは「A型地域生活応援会議」

で、ケアマネジメント Bは「B型地域生活応援会

議」を開催する取り扱いを基本とします。としていま

す。10月から始まった「応援会議」、今年 1月から

始まる「応援会議」がそれに当たると思います。これ

までのケアマネジメントの質の向上を図る上で重要

な機能を果たせるよう期待しています。その上で既

存のデーターの有効な活用とは具体的に何を指し

ていますか。また、本人と家族のありたい姿に寄り

添う態度、姿勢を大切にしていくこと、経済的負担

○No５８の回答をご参照ください。 

今後、医療のレセプト等についても検討していき

ます。 

○「地域生活応援会議」の実施に向けては、事業者

向け説明会の開催のほか、平成２６年９月からは

相談・申請等の受付窓口において高齢者及びそ

の家族に対し、介護保険の理念について説明し、

地域生活応援会議を含むケアマネジメントの流れ

について説明し、その意義について啓発を行って

います。 
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№ ご意見 市の考え方【案】 

の本格的

開催の項 

の心配なく、公平、公正な支援が必要です。他職

種協働のケアマネジメントは利用者本人と家族とと

もに互いの信頼なしにはその有効性は発揮できま

せん。健康寿命を伸ばすという理念を新しい総合

事業の柱として位置づけ、だれもが期待できるしく

みを分かりやすくスタートできるよう十分な準備のも

とで実施するよう求めます。 

61 Ｐ311 

(b)将来的

な対応の

項 

要支援１と２に加えて、新規に要介護２と１と認定さ

れた高齢者のうち、地域密着型サービス、居宅サ

ービス又は施設サービスを利用しようとするものを

対象として、介護予防に質するケアマネジメントの

ための「地域生活応援会議」を開催する方向で、検

討します。としています。さらに、在宅生活の限界

点を高める方向で、①在宅復帰を支援する退院調

整の対象となる高齢者 ②訪問系、通所系、宿泊

系等の在宅サービスの利用者から居住系の在宅

サービス又は施設系サービスの利用者へ移行しよ

うとする高齢者も「地域生活応援会議」の対象とす

るとしています。 

P312 10 月 8 日開催の推進協議会資料 3－6「現

時点で想定される論点(溶入版)」の論点にも示され

ているように桑名市における「在宅医療.介護連携

推進事業」「生活支援体制整備事業」及び「認知症

総合支援事業」については１～7 のどれをとっても

県内他市と比べて遅れていると言う認識です。すで

に 2014 年 10 月からは市内の急性期、回復期、慢

性期の病床機能の選択についての届出もはじまっ

ており、地域包括病床の届出や回復期病床の充実

などの動きも見られますが、全体としては病床の削

減ありきのなかでの病床の争奪戦、連携の再構築

がはじまっています。また、在宅医療の要となる強

化型在宅療養診療所や在宅療養支援病院、訪問

看護．リハビリステーション、小規模多機能居宅介

護（複合型）施設、など医師会他との具体的な連携

協議もこれからです。その意味ではケアマネージャ

ーだけでなく、すべての業種、職種におけるチーム

プレーと資質の向上のためのしくみづくりが求めら

○ご指摘の点について、各論（三）３（２）在宅医療・

介護連携推進事業、(３)生活支援体制整備事業

及び（４）認知症総合支援事業の項で記載いたし

ました。 
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れているのです。これら多くの課題の達成を前にし

て①と②を対象とした「地域生活応援会議」をどの

ように機能させていくのかがよく見えません。また、

今の力量と体制のもとで要介護 2 と１を対象とした

介護予防マネジメントは職員の体制と報酬上の裏

づけなしにはなかなかむつかしい提案です。トップ

ダウンによる机上の議論ではなく、現場からのボト

ムアップを誘発するしくみが必要ではないでしょう

か。 

「認知症ケアパス」の作成及び運用 

医師会において「認知症サポート医」等の育成はど

の程度進んでいますか。ご存知の通り、認知症は

早期の発見、診断、治療とともに「かかりつけ医」と

「専門医」による垂直連携だけでなく「かかりつけ

医」と「ケアチーム」との水平連携の両方の確立、認

知症の人と家族からの信頼、地域の理解なしには

すすみません。 

62 Ｐ312 

在宅生活

の限界点

を高める

介護サー

ビスの普

及 (1～ 7)

の項 

在宅の限界点を高めるということ 

 意識の啓発を優先すべきは市（保険者）及び医

療関係機関、地域包括支援センターの順ではない

でしょうか。「施設の機能を地域で同様に展開する

ために」(１)の提案は細切れのサービスであったとし

て膨大な体制と時間を必要とします。しかも必要な

医療と介護のケアは十分に受けることはむつかし

く、その体制維持のためにむしろ給付を増やすこと

につながりかねません。 

 「ひとり暮らしの高齢者や要介護状態が中重度で

ある高齢者にも、看取りを含め 24 時間 365 日にわ

たる対応が可能である」(２)では定期巡回．小規模

多機能．複合型を例示しています。以下研修会の

開催、(５)では保険者としての期待を明確にする必

要がある（6 と 7）では通所介護と認知症対応型共

同生活介護について第 1号被保険者 1人当たりの

給付月額が全国及び県と比較して高水準である。

さらに(８)では介護老人保健施設についても第 1号

被保険者 1人当たりの給付月額が全国及び県と比

較して高水準にあることを踏まえ、市より、県に対

○認知症地域推進員について、各論（三）３（４）認

知症総合支援事業の項で記載いたしました。 

○地域包括支援センター圏域ごとに「認知症地域

支援推進員研修」を修了した保健・福祉専門職で

ある「認知症地域支援推進員」を配置し、地域の

実情に応じた医療機関・介護サービス事業所や

地域の支援機関をつなぐ連携支援や認知症の人

やその家族を支援する相談業務等を行っていき

ます。 

○地域で認知症高齢者及びその家族を支援する環

境を整備するため、地域包括支援センターにお

いて、「認知症カフェ」を開催していく予定です。 

○27年度より、生活支援体制整備事業の中で生活

支援コーディネーターを配置し、各地域における

生活支援・介護予防サービスの提供主体等とで

定期的な情報共有及び連携強化の場として協議

体を設置していく予定です。 
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し、介護老人保健施設の開設又は変更の許可に

関する意見を提出する必要があるのではないか。と

注釈まで入れています。医療．介護確保総合推進

法は、川上の急性期医療から川下の在宅医療まで

の一体改革です。その一番河口の限界点を上げる

ということは総論にある「地域包括ケアシステム」は

「死に場所難民」と「セルフマネジメント」という表現

で「自己責任」「規範的統合」による「本人と家族の

選択と心構え」にたどり着きます。 

 

認知症患者さんの終末期医療と看取り方針につい

て 

 がんターミナルとその緩和ケア、脳血管障害等に

よる高齢者の終末期医療の臨床のなかで看取りに

関しては指針が出され、法的整備も整備されつつ

あり、医師、本人と家族らによる話し合いもされてい

ますが、認知症患者さんの終末期、看取りについ

てはその基準は明確になっておらず、いろいろな

病気と身体の症状を持つことが多いこと。さらには

治療への抵抗など、在宅患者の増加と家族の問題

は深刻です。多くの家族が、医療依存度の上がる

中度から終末期にかけて大きな負担となっているこ

と。レスパイトでの環境変化によるダメージなど、認

知症になった人を地域のなかでの看取りを可能に

するためには、ヘルパーや訪問看護師はもちろ

ん、デイサービス、かかりつけ医（在宅療養支援医

師）、急性期病院、多職種の連携とボランティアな

ど本人と家族への重層的な支援が備わり、認知症

発症の初期（入り口）からの医療とケアの関わりが

大切なこと、さらにはケアする人をケアする仕組み

も必要です。 

その意味では「A 型地域生活応援会議」「B 型地域

生活応援会議」の役割を明確にしていくことが必要

です。 

【溶入版】では「認知症地域推進員」の配置を明記

していますが、具体的にどのような人がどこの所属

で、どのような役割を担うのですか。説明してくださ
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い。 

 全国各地、県内でも認知症の人と家族の会など

が中心となった取り組みが、京都市やお隣の名古

屋市（千種区．東区）など県内でもはじまっていま

すが、これらの取り組みについての知見はお持ち

ですか。「認知症カフェ」などの言葉は出てきます

がこれらのことを「介護予防．日常生活支援総合事

業」等で企画立案し実践していく上では行政や保

健センターだけでなく、医師やケアの専門職、ケア

マネ、ソーシャルワーカーなどをマネジメントするコ

ミュニティーソーシャルワークの経験のあるコーディ

ネーターが必要です。さらには地域で介護サービ

スを提供する介護事業所の積極的な関わりも必要

です。もちろん権利擁護でのフォローも当然です。

ケアマネジメントの充実の項で、注）として介護支援

専門員は、アセスメントに基づくケアマネジメントに

おいて要介護者等の人格を尊重し、常に要介護者

等の立場に立って要介護者等に提供される居宅サ

ービス、地域密着型サービス、施設サービス、介護

予防サービス又は地域密着型介護予防サービス

が特定の種類又は事業者若しくは施設に不当に

偏ることがないよう、公正かつ誠実にその業務を行

わなければならない（介護保険法第 69条の 34第

1項）としています。特にひとり住まいの高齢者世帯

や高齢者夫婦の世帯に対して 24時間 365日の訪

問系サービスに位置づけられている包括報酬と短

時間細切れ型のサービスでの状態把握と生活支

援は困難な事態が想定されます。これらの点につ

いては「地域ケア会議」で議論され、それぞれの地

域でコーディネーターも参加する「協議体」で議論

し、実践されることになるのでしょうが、それはいつ

から、どのようにして始まりますか。  ※サ高住にと

どまらない高齢者の住まいの確保と住まい方への

支援 

63 P317 ～

318 

要介護．

今後申請の増加が見込まれるなか、要介護．要支

援認定調査を適切、公正かつ中立に実施する体

制を整備することが求められるとして、新しい「介護

○認定調査員を対象とした勉強会を定期的に開催

することで、調査員相互間で情報交換等を行い、

能力の向上と共通認識を得ることができるよう努め
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要 支 援 

認定の適

正化の項 

予防．日常生活支援総合事業」を実施する桑名市

では、次のとおり、介護保険の被保険者である高齢

者や介護保険の保険者である桑名市の事務処理

負担が軽減されます。としています。 

① 要支援と認定されなくても、「基本チェックリス

ト」該当と判定されれば、介護予防．生活支援

サービスを利用することが可能となる。 

② 要介護．要支援認定の更新申請に際しての有

効期間は、一律に、原則として１２ヶ月、例外と

して３～２４か月に延長すること。としています。 

認定調査員の「基本チェックリスト」該当性判定

能力の基準はどのように考えているか。 

今後認定調査会や「地域生活応援会議」での判定

基準として、だれがどのような基準をもってその該

当判定能力を測るのか、桑名市又は、桑名市社会

福祉協議会にて認定調査員が作成した認定調査

票について内容を確認するとしていますが、どのよ

うな方法と基準をもって判定するのかよく分かりま

せん。基準と判定の方法について明確にしてくださ

い。 

 ガイドラインでは、介護予防ケアマネジメントを実

施する地域包括支援センターは、利用者の意向や

状態等に応じて、専門的視点から支援を行う必要

があり、サービスの利用の流れの違いを理由に一

律に利用可能なサービスを制限するのではなく、

ガイドライン案 P23にもあるとおり、「新しく事業の対

象となる要支援者等については、自らの能力を最

大限活用しつつ、住民全体による支援等の多様な

サービスの利用を促す」ことに留意しつつ、サービ

スの効果等を利用者に丁寧に説明し、それの理

解．同意を得て、サービス利用につなげることが重

要であると答弁しています。桑名市においてそのこ

とを適切、公正、かつ中立に行えますか。 ※アン

ケートに寄せられている声を反映させる 

確認してください 12月 29日現在 21の居宅介護

事業所より回答が寄せられました。 

ます。 

○認定調査につきましては、全国一律の基準にもと

づいて行われるため、調査票については特記事

項の記載内容とその項目の選択に誤りがないか

確認をしています。 

○地域包括支援センターとともに、新たな制度、サ

ービスの周知に努め、理解を得てサービスにつな

げることができるように努めます。 

○「基本チェックリスト」の適正運用は、携わる職員の

勉強会を開催していく予定です。 
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64 P330（四）

市町村特

別給付 

市町村特別給付を活用するとはどう言う事なのか。

全く必要なし。 

○各論（四）で記載のとおり、介護給付や予防給付

以外で、市町村独自の給付として、保険料により

「おむつ助成サービス」、「訪問理美容サービス」

など地域の実情に応じた支援を考えています。 

 

65 P331 「桑名市一般会計に貢献する効果」とあるが、とん

でもない事です。保険料が１６％も上げられるので

す。保険料を下げれる方策を考えて下さい。 

○介護予防サービスの充実や、地域生活応援会議

により、自立した生活を送ることができる高齢者を

増やすことができれば、高齢者の方にとっても有

益であり、ひいては、介護サービス量が減ることに

つながります。結果的に、そのような取組みが保

険料の増大の抑制につながっていくものと考えて

います。したがって本計画でも施策の推進によ

る、保険料の引き上げを抑制する効果を見込んで

います。 

66 ４章 

Ｐ331 

市町村特別給付 

…厳しい財政状況にある桑名市一般会計に貢献

する効果も期待されます 

…負担見直しで利用者負担が増える事ではない

か。 

「おむつ助成」、「訪問理美容サービス」はバッサリ

と廃止するのか。 

○ご意見にある 2つのサービスは、市町村特別給

付として実施していきます。一般会計から介護保

険の市町村特別給付に代わり、利用者負担を一

部お願いするなど、変更点はありますが、次期計

画において廃止するものではありません。 

 

67 P331 

市町村特

別給付の

実施に関

する基本

的な方針

の項 

平成 27年度より市町村特別給付を実施します。（こ

れまでは実施してきませんでした） 

(１) おむつ助成サービス 

これまで一般会計で実施されてきた事業です。注

110 の注釈はあまりにもこじつけでしょう（規範的統

合）。厳しい財政状況にある桑名市の一般会計に

貢献することが国民の共同連帯の理念かどうか市

民に問いかけてみてください。知らない内に一号保

険者の保険料がその分引き上げられることはだれ

も知りません。 

‣市町村特別給付となると保険財政に影響します。

このことを介護保険事業に要する費用を公平に負

担するものとする介護保険法 4条 2項として正当

化するつもりですか。公平に負担すると言うなら低

所得者の利用料負担を軽減することも併せて検討

してください。 

○低所得者の保険料の軽減については、国におい

ても検討されています。しかし、利用料の軽減に

ついての考えはありません。 

国民の共同連帯の理念については、保険料、利

用者負担、公費負担を適切に組み合わせ、結果

として、一般財源の効果的、効率的な運用に寄与

することは、市民の利益になるものと考えます。 
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68 Ｐ338 

（五）保健

福祉事業 

内容は、「日常生活圏域ニーズ調査」であるようだ

が、民生委員に過度な負担にならないか。必要な

のか。事業費は何に使うのか。 

○今年度「日常生活圏域ニーズ調査」の実施にあた

りましては、民生委員の皆様には多大なるご協力

をいただき感謝しております。 

 ニーズ調査は、高齢者個々の状態把握だけでな

く、地域としての分析にもつながり、介護予防事業

等への活用を図るためにも必要であると考えてい

ます。 

 

 

69 P345（六）

保険料 

３つの施策によって自然体より３．５％減らされるよう

だが具体的試算はどうなっているのか。 

○各論（二）３「介護給付等対象サービスの種類ごと

の量の実績及び見込み」の中で記載しておりま

す。 

70 P347 保険料の負担の配分は現行通り１１段階であり、ご

ちゃごちゃ説明をつけるのではなく、メリットを訴え

継続する事を述べるだけで良いのではないか。 

 

○国の示す標準保険料率と市の保険料率の設定と

の関係について説明したものです。 

71 Ｐ347 

６章 

保険料 

保険料の負担軽減するため…とあるが負担になる

ことは誰もが思うところで軽減せざるを得ないので

はないか。さらなる値上げでは、負担は大きいので

はないか。 

基金を取り崩しても市民には負担増になるのか。 

○自然体において給付費の増大が見込まれます。

そのなかで、計画にあげる施策を実施することで

保険料負担の増大の抑制に努めます。 

 

72 Ｐ351 

１行目 

保険料の算定について基準額の引き上げは極力

圧縮すること。高齢者の所得は年金の削減により

今後伸びません。高齢者の貧困はいっそう深刻な

問題となっています。低所得者、生活困窮者の支

援を一層つよめることです。 

① 改正介護保険法に対しての参議院での付帯

決議を遵守してください。 

② 総合支援事業は軽度者へのサービスの受け皿

が不十分、専門職の関わりがすくないことなど問題

が多い。猶予期間を活用して制度の基盤づくり、関

係機関との合意形成に努力してすすめること。いそ

ぐ必要なし。 

○新しい介護予防・日常生活支援総合事業は、当

面は既存の資源を生かしながら充実を図ってまい

ります。早期に着手し、介護予防、生活支援を充

実することで、将来的な保険料の引き上げを抑制

する効果も期待できるものと考えます。 

73 P359 年金からの特別徴収がほとんどであるわけだが、年

金は減らされ、介護保険料は１６％も増やされ、残

された年金でどう生活をして行けと言うのだ。 

○自然体において給付費の増大が見込まれます。

そのなかで、計画にあげる施策を実施することで

保険料負担の増大の抑制に努めますので、ご理
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解ください。 

 

 

74 P361 

保険料基

準 額 の 

設定の項 

基準額の引き上げは極力圧縮すること。高齢者の

所得は今後伸びません。高齢者の貧困問題はい

っそう深刻な問題となります。そのため低所得者や

生活困窮者への支援を隙間無く実施する手立てを

併せて検討すること。保険料は自動的に天引きさ

れますが、サービスは自動的には受けられず、自

己責任において利用しないことが法律の趣旨に添

うと言う憲法 13 条、25 条に違反する世界にまれに

見る法律となっている介護保険法は一刻も早く改

正すべきです。国に意見書を上げてください。 

P13  注 9 介護保険法第 4 条（国民の努力及び義

務）「国民は、自ら要介護状態となることを予防する

ため、加齢に伴って生ずる心身の変化を自覚して

常に健康の保持増進に努めるとともに、要介護状

態となった場合においても、進んでリハビリテーショ

ンその他の適切な保健医療サービス及び福祉サ

ービスを利用することにより、その有する能力の維

持向上に努めるものとする」さらに貝原益軒の養生

訓まで持ち出し自己責任を問う「規範的統合」を強

調していることは、戦前を彷彿します。（本人と家族

の選択と覚悟 植木鉢の絵） 

 

○保険料は、保険給付との関係で算定されるため、

必要なサービスを必要な方へ提供できるようにサ

ービスの提供体制整備と給付の適正化に努め、

保険料引き上げをできる限り抑制してまいります。 

75 総論、各

論全体に

ついて 

全体的には、資料が多すぎます。もちろん資料が

多いのは良いのですが、ポイントがわかりにくいの

で、概要版も出されるなら、ポイントを絞り込んで、

一目ではわかる内容にして欲しいです。あと、市内

のサロンなど取り組んでいる事例が書かれていま

すが、これだけで終わらせるのはもったいないの

で、具体的な実践事例集を別の機会に作成してく

ださい。 

○範囲が多岐にわたっており、資料が多くなってお

りますが、詳しく説明するためのものですのでご理

解ください。 

○桑名市地域包括ケアシステム推進協議会などの

会議において、さまざまな取組みを集約し取組集

として活用しております。 

 

76 全体とし

て 

① 改正介護保険法に対しての参議院での付帯

決議を遵守してください。 

② 総合事業において軽度者へのサービスの受け

○ご意見としてお伺いします。 
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皿が未だ十分に整わないこと、専門職の関わ

りが極めて少なくなることが問題です。猶予期

間を活用して制度の基盤づくりと関係機関との

調整をきめ細かく合意形成をしつつ進めること

を求めます。 

③ 都市部や農村部での地域包括システムのあり

方は様々です。地域包括支援センターの管轄

は広く、市民への総合相談に窓口を生活圏域

（小学校区）単位に設置することを求めます。 

今回の改定について広く市民にていねいにわかり

やすく説明してください。 

77 介護保険

法第 4条 

の解釈に

ついて 

‣日本国憲法第 13 条（個人の尊重．幸福追求権．

公共の福祉） 

すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由

及び幸福追求に対する国民の権利については、

公共の福祉に反しない限り、立法その他国政の上

で、最大の尊重を必要とする。 

‣日本国憲法第 25条（生存権．国の社会的使命） 

1． すべての国民は、健康で文化的な最低限度の

生活を営む権利を有する。 

2． 国は、すべての生活部面について、社会福

祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進

に努めなければならない。 （１）の最低限度の

今日的水準についても 

‣WHO憲章前文より引用 健康権の定義から 

健康に関する責任はどこにあるのか。国際基準で

は「健康権」を基本的人権として国民の健康に対す

る責任の所在は国家にあるとして宣言されていま

す。 

「国は自国民の健康に関して責任を有し、この責任

は十分な保健的及び社会的措置を執することによ

ってのみ果たすことができる」（健康権と平等原則） 

桑名市としての第 6 期介護保険事業計画．第 7 期

老人福祉計画について貫かれている「規範的統

合」の理念と日本国憲法とWHOの健康権に照らし

て総論及び各論においてその整合性についての

見解をお聞かせください。 

○保険者として、介護保険法に従って運営してまい

ります。 



- 29 - 

 

№ ご意見 市の考え方【案】 

78 全体 パブコメに質問や意見を出すことのできるような平

易な説明が必要、又十分な期間も必要。 

○意見募集期間は 30日間を確保しております。 

  

79 全体 私がこの件について知ったのは正月に配られた広

報くわな１月号です。意見提出期限は１月２２日で

した。正月明け早速閲覧に行きましたが、私達の近

い将来の問題であり膨大な資料でした。「より良い

計画づくりを進めるため」市民の皆様に意見を伺う

と書いてあるが余りにも日にちが不足です。期間の

延長をするべきと考えます。 

○意見募集期間は 30日間を確保しております。 

  

  

80 全体 カタカナ文字が多すぎる。その大部分は日本語へ

の言い換えができるものと思います。自己満足に落

ち入らず高齢者にもわかってもらえる文章を作るこ

とこそ優秀な公僕だと思いますが・・・ 

○カタカナ表記や専門的用語などにつきましては、

できる限りその説明を記載するなど、理解してい

ただけるよう努めたところです。 

81 全体  多大な資料の作成で大変な作業を要したことと思

います。しかしながら保険あって介護なしと言われ

発足した介護保険制度です。介護制度の見直しご

とに介護の利用の制限があったり、保険料の負担

増となるなど、高齢者にとって大きな負担です。ま

た介護に至らないように予防という意識は高まり、

予防対策が広がっていることは成果であると思いま

すが、要介護に加えて要支援が加えられ、要支援

の方が今まで通りには、サービスが受けられないよ

うになると聞いています。「地域」にと言いますが、

適切な支援・サービスがあってこそです。 

 また介護に携わる方の労働条件は厳しく介護に

志を立てても、生活はしにくくワーキングプアになっ

ています。 

社会保障の一環として自治体に押し付けるのでは

なくて国の施策として財源の保障をすべきです。税

と一体改革という事で消費税を当て込んでいます

が、その消費税であっても十分に財源に回ってい

ない現実があり、ますます、自治体に押し付けら

れ、ひいては、市民の負担が大きくなっています。 

 高齢者にとってもサービス提供者にとっても、健

康で長寿が喜べる制度になればと願います。その

ための計画が活かされるようになればと思います。 

○財源構成は、各論(六)保険料の項で記載していま

す。また、ご指摘を踏まえ消費税増収分を活用し

た地域支援事業の充実について、記載を追加し

ました。。 

 


